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(注意）
１．この届出書は「課税標準の特例」が適用される資産を新たに取得された場合に，償却資産申告書と共に１月末日までに提出してください。
２．「添付書類の名称」欄には特例該当となる旨がわかる書類を記載し，必ず添付してください。
（例） 該当する法による官公庁の許可書や受理書、特定施設設置（使用，変更）届出書（写）等
３．資産区分は、償却資産種類別明細の1：構築物、２：機械及び装置、３：船舶、5：車両及び運搬具、6：工具、器具及び備品を記載してください。

取得価格

令和     年度　償却資産課税標準特例該当資産届出書

住所又は
所在地

氏名又は
名称

作成者

電話番号

取得年月日
資産の名称等

資産
区分

耐用
年数

地方税法第349条の３第　　項
本法附則第15条第　　項第　　号

地方税法第349条の３第　　項
本法附則第15条第　　項第　　号

地方税法第349条の３第　　項
本法附則第15条第　　項第　　号

添付書類
特例

適用率

地方税法第349条の３第　　項
本法附則第15条第　　項第　　号

特例適用条項

地方税法第349条の３第　　項
本法附則第15条第　　項第　　号

地方税法第349条の３第　　項
本法附則第15条第　　項第　　号

地方税法第349条の３第　　項
本法附則第15条第　　項第　　号

特例
適用期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


